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より、 相当程度の案件については買取価格が維持されることになったと考えられ いるが、 他方で、 引き続き、一定数の太陽光案件につい 買取価格が下げられることになってしまったも である。　
今般の改正に当たっては相当数 パブリックコメントが出され、また、多くの陳情等がなされたものであ





ものである。前述 おり、日本における今般の件では、遡及的変更が適用され 案件が相当程度減ったことにより、リーガルアクションを起こす事業者がど 程度いるのかは定かでないが、逸失利益等の損害賠償を検討する事業者は存在するであろう。リーガルアクションの手法としては
2つあり、国際仲裁と日本にお
ける裁判が挙げられ だろう。国際仲裁は、海外事業者又は投資家が、適用される条約等の日本政府による違反を基礎 して行わ もので、仲裁法廷が一定程度踏み込んだ判断をする可能性もあると思われるので、事業者・投資家側 有利な決定が得られる可能性もあるのではないだろうか。他方で、日本の裁判所に訴訟提起する場合、 国家賠償請求や憲法訴訟等であろう 要件が厳し 上に、 日本の裁判所は保守的であるので、なかなか難しいのではないかとも思われる。
（2）　
今後に向けての新たな手法
　
以上のように、再生可能エネルギーを更に導入していくに当たって、現状の固定価格買取制度のみに頼っ
ていくのは無理があり、今後どのような制度設計をしていくべきかが非常に重要 なってくる。　
近時は、固定価格買取制度に頼らない仕組みとして、例えば、建物の屋根上に太陽光発電設備を設置し、
また、当該設置のためのファイナンスも付けた上で、当該設備から得られ 電気について当該建物の所有者又は入居者にて自家消費させる（＝それによって事業者側が収益を得、また、ファイナンスの元利弁済 ためのスキームも仕組む）という案件も出てきている。また、ブロックチェーンなどを使って、再生可能エネ
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ルギー発電事業者側と、再生可能エネルギーから産み出されたクリーンな電力を欲する環境意識の高い事業者側（使用電気の再エネ比率
1
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0％を目指す、 「
R
E
1
0
0企業」など）を繋げる仕組みなどが検討又は
実施されている。　
2
0
3
0年の導入目標に向けてまだまだ道半ばであり、再生可能エネルギーの主力電源化に向けて、これ
からも色々な政策実施や法改正等がなされていくと思われるが、引き続き注視しつつ、法務研究科の授業でも取り上げていきたいと思っている。
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資源エネルギー庁「既認定案件による国民負担の抑制に向けた対応」 （
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15日付）
　
資源エネルギー庁「 『電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法施行規則の一部を改正する
省令案等の概要』に関する意見公募の実施結果について」 （
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21日追記）
　
　
資源エネルギー庁「既認定案件による国民負担の抑制に向けた対応（事業用太陽光発電の未稼働案件） 」 （
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5日付）
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